
  

構造工学論文集 Vol.53A（2007年 3月) 土木学会 
 

衝撃質量ダンパ（IMD）の衝撃力緩和に関する研究 

Study for reducing impact force of Impact Mass Damper 

小川 一志*  

Kazushi Ogawa 

 

*工博，和歌山工業高等専門学校教授，環境都市工学科（〒644-0023 御坊市名田町野島 77） 

 
An Impact Mass Damper (IMD) is a simple damping device which consists of a weight and 

a cushion attached on a tower. It utilizes energy dissipation due to collision between the 

weight and the cushion on the tower. Considering damping capacity of the IMD depends on 

the collision, the impact force caused by collision cannot be neglected and it may have a bad 

effect on habitability of the tower. This paper proposes the new IMD idea which has the 

lower impact force and the enough damping capacity to suppress the harmful vibration, by 

investigating the vibration characteristics of the cushion. 
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1. はじめに 

 

衝撃質量ダンパ（以下 IMDと記す）は吊材に支持され

た重錘と塔状構造物に付設された緩衝材から構成されて

おり, 重錘と緩衝材との衝突によって塔状構造物の振動

を減衰させる装置である 1)～3) . IMDに外観上よく似た装

置として TMDがあるが, TMDでは重錘を搭状構造物と衝

突させることなく共振させて, 重錘の運動エネルギーを

緩衝材ではなく, ダンパ（油圧ダンパ, 高減衰材等）の作

動によって熱エネルギーに散逸させる 1)～2). 重錘の動き

についてみると, TMDでは重錘の慣性力に依存している

のに対し, IMDでは重錘と緩衝材（搭状構造物）との衝突

によって重錘と搭状構造物との相対位置がコントロール

される. IMDの重錘は搭状構造物の不規則な動きにも追随

することが容易となる. このように, IMDの付加減衰性能

は重錘と緩衝材の衝突に拠っており, 衝撃力の存在は

IMDにとって不可欠であるとともに, 使用性を制約する

課題ともなっている 2),4),5). 従来, IMDの衝撃力は衝突部の

緩衝材によって緩和されるものとして扱われている. 他

方, IMDによる付加減衰は, 重錘と搭状構造物との間の質

量比, 振動数比および反発係数によって決定されるが, 反

発係数の値は緩衝材の振動特性に依存している. すなわ

ち, 緩衝材は IMDの衝撃力と付加減衰性能の両方に関与

し, IMDの性能を左右する重要な働きをしている. 本稿で

は, 重錘が緩衝材と衝突するときの滞留時間と反発係数

が各々緩衝材のバネ定数と減衰定数に対応することを明

らかにし, 緩衝材のバネ定数と減衰定数の調整によって, 

衝撃力緩和と付加減衰の確保を両立させることの可能性

について検討を行う.  

 

 

 

 

 

 

図-１ IMDの機構 
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2. IMDの振動解析 

 

2.1 IMD付き塔の振動解析 

IMDを設置した塔状構造物を図-２のようにモデル化す

るとき, 塔状構造物と重錘（IMD）の運動方程式は次式で

与えられる 6) .  

xxhx
M
m

sss
22)1( ωω +++ &&&  

0sincos 2 =−+ θθθθ &&&
M
ml

M
ml

 (1) 

0sincossin2 2 =−+++ θθθθωθωθ
l
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l
xh ddd

&&&&&&&  

 (2) 

ここに, mM , は塔と重錘の一般化質量, ds hh , は
塔と重錘の減衰定数, ds ωω , は塔と重錘の角振動数, 

xは塔変位，θ は重錘の角変位, lは重錘の振子長である.  

さらに, 重錘と衝突する緩衝材を次のように評価する.  

（評価法１） 緩衝材を剛体としてモデル化 

剛体同士の衝突時における反発係数および運動量保存

則の関係を適用する. すなわち,  

)( yxeyx &&&& −−=′−′  (3) 

ymxMymxM &&&& +=′+′  (4) 

ただし,  

θ&& ly =  (5) 

ここに yx &&, は衝突前の塔状構造物と重錘の速度 , 

yx ′′ && , は衝突後の塔状構造物と重錘の速度, mM , は塔
状構造物と重錘の一般化質量, eは反発係数を示す． 

 

（評価法２） 緩衝材をバネとダッシュポットでモデル化 

重錘と緩衝材との関係を図-３のように考える.  

a. 重錘が緩衝材から離れているとき )( xy >   

重錘の減衰係数： pc ， 重錘のバネ定数： pk  (6) 

b. 重錘が緩衝材と衝突し, めり込んでいるとき )( xy ≤  

重錘の減衰係数： ccp ccc ≈+  ( cp cc < と仮定) 

重錘のバネ定数： ccp kkk ≈+  ( cp kk < と仮定) (7) 

ここに, cp cc , は振子と緩衝材の減衰係数, cp kk , は

振子と緩衝材の換算バネ定数, yは重錘の変位である.  

式(1)～式(5), または, 式(1),(2),(6),(7)に, Runge-Kutta の

方法を適用し, 時間きざみ t∆ の前進積分を行って 

jjjj xx θθ && ,,,  から ,, 11 ++ jj xx & 11, ++ jj θθ &  

を順次求めていく 6).  

 

 

 

 

 

 

 

図-２ IMD付き塔振動系のモデル化 
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図-３ 重錘と緩衝材の振動モデル 

 

2.2 緩衝材の振動特性に関する理論的検討 

式(7)の関係から, 緩衝材を図-４に示すようなバネとダ

ッシュポットの組合せでモデル化し, 衝突時 )( xy ≤ に
おける重錘の変位を図-５のように想定する. ただし, m
は重錘質量, ck は緩衝材のバネ定数, cc は緩衝材の減衰 

 

 

 

 

 

    図-４ 緩衝材のモデル化 )( xy ≤  
 

 

 

 
 
 
図-５ 衝突時における重錘の変位 )( xy ≤  
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係数, T∆ は重錘が緩衝材にめり込んで一体となる時間
（滞留時間）, ω は角振動数, Aは重錘が緩衝材にめり
込む深さ（沈下量）を示す. 重錘を支持する振子振動系の

バネ定数と減衰係数は, 緩衝材のバネ定数と減衰係数と

一体として計測されるが, その値は相対的に小さく無視

することとする. また, 緩衝材可動部の質量は重錘の質量

に比べて微小として無視することとする.  

このとき,   

  
21

222
cc h

T
−

==∆
ω

π
ω
π

  

cc kmπωπ 22 =≈  (8) 

すなわち,  

( )2Tmkc ∆≈ π　  (9) 

また, 重錘が緩衝材に衝突し, 両者が一体となって変位

するときの動きを  

tAy ωsin−=   (10) 

とするとき, ダッシュポットによる 1/2 周期当りの仕事

（エネルギー損失）は次式のようになる.  

dt
dt
dy

dt
dycdy
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dycW cc ∫∫ ==∆ ω
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ωπωωω
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222
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2
1cos ActdtAc cc == ∫  (11) 

他方, 衝突直前速度をV１, 衝突直後速度をV2 とすると

き, 衝突に伴うエネルギー損失は次式で与えられる.  

( )2
2

2
12

1 VVmW −=∆  (12) 

図-５のように重錘が緩衝材にめり込んで一体となる滞

留時間は重錘-バネ-ダッシュポット振動系の 1/2 周期に等

しいとみなすとき, 衝突時のエネルギー損失に関する式

(11)と式(12)より,  
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であるから,   
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さらに, 関係式 
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を考慮すると,  
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となる. このように, 緩衝材のバネ定数 ck と減衰係数 cc
または減衰定数 ch は, 式(9), (15), (18)によって与えられ

る. すなわち, バネ定数 ck は滞留時間 T∆ から, 減衰定

数 ch は反発係数 eから各々求められる.  

 

2.3 バネ定数と衝撃力の算出法 

 IMDの重錘が緩衝材と衝突するときに生じる衝撃力は

次のように算出される.  

（計算法１）滞留時間と沈下量の関係 

滞留時間から求めた緩衝材のバネ定数 ck （式(9)）と計
測した沈下量 Aを用いて,  
衝撃力 AkF c=   (19) 

として算出される.   

（計算法２）エネルギー保存則の関係 

重錘が緩衝材に衝突する直前の運動エネルギーは, 衝

突後の緩衝材のひずみエネルギ－と減衰エネルギーに変

換され, ひずみエネルギーが最大（変位が最大）のとき運

動エネルギーは０となる. すなわち,  

TVcAkmV cc ∆⋅+= 2
1

22
1 )4/1()2/1()2/1(

2)2/1( Akc≈    （ 1<T∆ と仮定） 

2
1 )/( AVmkc =∴  (20) 

衝撃力 AAVmAkF c ⋅== 2
1 )/(   (21) 

として算出される.  

ここで, mは重錘質量, 1V は衝突直前速度, Aは衝
突時の重錘沈下量, T∆ は滞留時間, cc は緩衝材の減衰
係数, ck は緩衝材のバネ定数である.  
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（計算法 3）運動量変化と力積の関係 

重錘の運動量変化はその間に重錘に作用した力積に等

しい. すなわち,  

120 mVmVTF −=∆  (22) 

衝撃力を上式では一定としているが, 実際には図-５に

示すように滞留時間 T∆ の間に正弦波状に変化している
と考えられる. 衝突時の力積面積 TF ∆0 に等しくなる

正弦波の振幅値は 0)2/( Fπ であることから,  

衝撃力 TmVmVF ∆−⋅= /)()2/( 12π  (23)  

として算出される.  

 

3. IMDの振動実験 

 

3.1 IMD付き塔模型の振動実験 7) 

振動実験に使用した供試体は, 図-６に示すように高さ

1.6m の塔模型と振子に支持された重錘の組合せからなる. 

塔模型の重錘との衝突部には緩衝用ゴムを貼り付けた. 

緩衝用ゴムとして, 1.ゴムＳ（軟質ゴム）, 2.ゴムＨ（硬

質ゴム）, 3.スポンジ, 4.ポロンスポンジの 4 種類を使

用した. また, 塔模型の構造減衰（IMD が非作動時の塔の

対数減衰率）は 0.011 であった.  

塔模型頂部の鉄板枚数によって塔の質量および振動数

を調整し, 振子重錘部の鉄板枚数によって重錘の質量を

調整した. 重錘の振動数（ )2(1 glπ ）は振子の長さ lか
ら設定した.  

振動実験では, 塔模型に初期変位を与えた後, 開放

して減衰自由振動させ, 重錘と塔模型の変位を 2 台のレ

ーザ変位計（キーエンス社製 LB-01, LK-085）で計測し,  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サンプリング周期は 0.001s とした. データの記録にはデ

ータ収集システム（キーエンス社製 NR2000）とパソコン

の組合せで対応した.  

 

3.2 緩衝材の振動特性実験 7) 

図-７に示すように, コンクリート壁（塔状構造物の壁

を想定）に緩衝材を設置した状態で, 振子型の鉄製重錘を

緩衝材に衝突させ, そのときの重錘変位から, 緩衝材に

対する重錘の反発係数, さらに沈下量と滞留時間を計測

した. ここで, 重錘の振子長は 122mm, 重錘質量は 194g

（重錘本体のみ）, 496g（重錘本体＋付加重錘 2枚）, 793g

（重錘本体＋付加重錘 4枚）の３種類とした. 実験に供し

た緩衝材は, ゴムＳ, ゴムＨ, スポンジ, ポロンスポンジ

の４種類とし, 緩衝材のサイズは幅 20mm×長さ 40mm×

厚さ 10mm とした. ただし, ゴムＨは材料寸法の関係で, 

重錘衝突側 4mmをゴムＨ, 壁側 6mmをゴムＳにして貼り

合せ, 厚さ 10mmに調整した.  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-７ 緩衝材の材料特性実験 

 

4, 緩衝材の振動特性 

 

4.1 緩衝材の実験的検討 7) 

重錘が減衰自由振動するときの重錘と緩衝材間の反

発係数の計測結果を図-８に示す. また, 衝突１～6回目の

間の反発係数の平均値を表-１に示す. 反発係数の値はポ

ロンスポンジが最も高く, スポンジとゴムＳが重なって

つづき, ゴムＨの反発係数が最も低い値となっている. 

ゴムＨの反発係数が小さいことは, 緩衝材としての減衰

定数が大きいことを意味している. 重錘質量の増加に伴図-６  IMD付き塔模型の構成 
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って反発係数が増加する傾向がゴムＳやスポンジで認め

られるが, 全体的には重錘質量の大きさが反発係数に与

える影響は実験のばらつきレベルとなっている.  
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図-８(a) 各種緩衝材と重錘との反発係数 

（重錘質量 194g） 
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図-８(b) 各種緩衝材と重錘との反発係数 

（重錘質量 496g） 

 

 

表-１ 緩衝材の反発係数 

緩衝材 重錘質量  

194 g 

重錘質量  

496 g   

重錘質量  

793g 

ゴムＳ 0.666 0.704  0.709 

ゴムＨ 0.584 0.555  0.589 

スポンジ 0.684 0.703  0.715 

ポロンスポンジ 0.730 0.735  0.734 

 

次に, 強制変位させた後, 減衰自由振動させた重錘（振 

子）が緩衝材と衝突するときの沈下量（めり込む深さ）と 

滞留時間（重錘が緩衝材にめり込んでいる時間）について

述べる. 例として, 質量 496g の重錘が緩衝材（スポンジ） 

と衝突する時の状況を図-９に示す. 衝突回数が増すにつ

れて（衝突直前の重錘速度が小さくなるにつれて）, 沈下

量は小さくなるが, 滞留時間は逆に大きくなる傾向にあ

る. これは, 緩衝材のバネ剛性が線形ではなく, 緩衝材

の変位が小さいとき剛性も小さくなる非線形な特性を有

していることによるものと推定される. すなわち, 沈下

量が小さいときほどバネ定数は小さいために滞留時間が

長くなる. 重錘と緩衝材との衝突１回目のときの沈下量

と滞留時間を表-２にまとめて示す. 表中, 衝突直前速度  

とは衝突直前 0.005s 間の平均速度のことである. スポン 
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図-９ 重錘と緩衝材との衝突 

 

表-２ 重錘衝突時の沈下量と滞留時間 

重錘質量 沈下量 滞留時間 衝突直前

ｍ A ⊿T 速度 V１

（㎏） （cm） （s） （cm/s）

0.194 0.056 0.004 35.8

ゴムＳ 0.496 0.071 0.006 31.4

0.793 0.070 0.008 25.4

0.194 0.021 0.003 27.4

ゴムＨ 0.496 0.036 0.003 33.8

0.793 0.051 0.004 28.6

0.194 0.154 0.016 32.0

スポンジ 0.496 0.237 0.025 32.8

0.793 0.178 0.033 19.0

ポロン 0.194 0.132 0.014 31.6

スポンジ 0.496 0.171 0.023 24.8

0.793 0.266 0.028 31.4  
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ジとポロンスポンジのときの滞留時間は, ゴムＳとゴム

Ｈのときに比べて約３～５倍となっている. スポンジと

ゴムＳはほぼ同じ反発係数ではあるが, 滞留時間につい

てみるとスポンジのときはゴムＳのときに比べて大幅に

大きくなっている.  

 

4.2 緩衝材のバネ定数と減衰定数 

緩衝材のバネ定数 ck は, 式(9)に重錘質量m と滞留時
間 T∆ を代入して求められる（2.3節で述べた計算法１）. 
また, バネ定数 ck は, 衝突時の運動エネルギーとひずみ

エネルギーの関係からも求めることができる(2.3 節で述

べた計算法２). 緩衝材の減衰定数 ch は, 式(18)を用いて, 

反発係数 eから求められる. 例として, 重錘（質量 194g）

が各種緩衝材と衝突する時のバネ定数 ck と減衰定数 ch
を図-10 と図-11 に示す. ここで, 緩衝材の種類１はゴム  
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図-10 緩衝材のバネ定数 
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図-11 緩衝材の減衰定数 

Ｓ，種類２はゴムＨ, 種類３はスポンジ, 種類４はポロ

ンスポンジを表す.  

 

4.3 IMDの衝撃力 

緩衝材の実験より得られたバネ定数 ck と沈下量 Aか
ら, 衝撃力 )( AkF c= を計算した結果を図-12 に示す. 

図中, 計算法１と計算法２とは別に, 計算法３とあるが, 

この計算法では 2.３節の式(22)と式(23)に示すように, 

衝突時における重錘の運動量変化を滞留時間 T∆ で除し
た値を平均衝撃力 0F とし, その値に正弦波と矩形波の
間の補正係数 )2/(π を乗じたものを衝撃力 F としてい
る.  
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図-12 各種緩衝材における衝撃力 

 

いずれの算出法によっても, 緩衝材に滞留時間の長い

スポンジ（種類３）またはポロンスポンジ（種類４）を

用いることによって, 滞留時間の短いゴムＳ（種類１）

またはゴムＨ（種類２）のときに比べて, 衝撃力は大幅

に低減される. また, 計算法３の計算結果が他の計算結

果とほぼ一致して, 衝撃力は滞留時間に逆比例の関係に

あることが確認される. なお, ゴムＳ（種類１）とゴム

Ｈ（種類２）のとき, 計算法による数値のばらつきがあ

るが, これは計測のサンプリング周期 0.001 に比べて滞

留時間が 0.003～0.008 と短いことによる計測誤差に起因

したものと考えられる.  

 

5. IMDによる付加減衰 

 

IMD を塔構造物に付設することによって塔構造物に付
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加される減衰率（IMDによる付加減衰）は, 一般的な条件

の下では, 重錘と塔の振動数比, 一般化質量比, 反発係数

から決定される 1),2). しかしながら, 緩衝材がスポンジや

ポロンスポンジのときのように, 重錘と緩衝材との衝突

にともなう滞留時間が重錘の振動周期（実験では , 

T=1/1.45=0.690 s）に比べて無視できない程度に大きい場

合には, その影響についての検討が必要になるものと考

えられる. 例として, 緩衝材がスポンジのときの塔と重

錘の減衰自由振動応答を図-13に示す. 振動条件としては, 

塔の一般化質量（塔頂換算）11.6 kg, 重錘の一般化質量

0.136 kg（重錘質量 0.194kg）, 塔振動数 2.68 Hz, 重錘振動

数 1.45 Hz, 緩衝材（スポンジ）の反発係数 0.7とし, 緩衝

材のモデル化は評価法１によった. 初期条件は時間ｔ＝

０のとき, 重錘と塔が同じ速度 91 mm/sで放出とした. 図

-13における塔の振幅を時間の経過とともにプロットした

のが図-14である. 図-13, 14においては緩衝材を剛体とし

て扱って重錘の衝突に伴う滞留時間（スポンジの場合

0.016s）を無視して解析したが（評価法１）, その結果は

実験結果と比較してかなりずれている. その原因の一つ

として衝突時の滞留時間分だけ重錘の振動周期が延びて, 

重錘と塔との衝突のタイミングが滞留時間分ずれたこと

が考えられる. そこで, 2.1節で述べた緩衝材のモデル「評

価法１」において, 重錘の滞留時間 T∆ を考慮して重錘の
振動周期T ′と角振動数 dω′ を次のように補正した.  

TTT ∆+=′ 22  

)2(11 TTTN ∆+=′=′   

)2(2 TTTN dd ∆+⋅=′=′ ωπω  (24) 

ここで, T は補正前の実際の重錘振動周期, T ′は補正
後の重錘振動周期, T∆ は滞留時間, N ′は補正後の重
錘振動数, dω は補正前の実際の重錘角振動数, dω′ は補
正後の見かけ上の重錘角振動数である. 式(24)における

2T ′ と 2T および T∆ の関係を概念的に図-15に示す.  

重錘の角振動数を dω から dω′ に補正して, 式(1)～(5)

を用いて IMD 付き塔の減衰自由振動解析をした結果を, 

経過時間と塔振幅の関係にして図-16 に示すが, 振動数補

正後の解析結果は実験結果とかなり一致している.  

一方, 緩衝材を図-４のようにモデル化してバネとダッ 

シュポットの組合せとしたときの「評価法２」による応

答振幅の解析結果を図-17 に示す. 式(9)と式(18)に示すよ
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図-13 塔と重錘の応答（緩衝材：スポンジ） 
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図-14 塔の振幅（緩衝材：スポンジ＝剛体） 
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図-15 重錘の振動周期（概念図） 
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図-16 塔の振幅（緩衝材＝剛体＋振動周期補正） 
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うに, 緩衝材のバネ定数と減衰定数は滞留時間 T∆ と反
発係数ｅから各々定められるが, ここでは, 緩衝材（スポ

ンジ）のバネ定数 75N/cm, 減衰定数 0.11 とした. この場

合, 緩衝材モデル｢評価法１｣で滞留時間分だけ重錘の振

動周期を補正した方法（図-16）は, 緩衝材モデル「評価

法２」で緩衝材をバネとダッシュポットの組合せとした

方法（図-17）と同様の応答解析結果を得ることができ,  

「評価法１」で振動周期を補正する方法の妥当性が認め

られる.  

さらに, 緩衝材の材質がゴムＳ, ゴムＨ, ポロンスポン

ジの場合についても, スポンジの場合と同様に緩衝材を

剛体としてモデル化して（評価法１）, 重錘の振動数補正

を行う前後の解析結果を図-18～図-20 に示す. 各材質に

おける滞留時間は表-２による. 図中, 縦軸の塔振幅比は, 

塔と重錘を同じ速度で放出した後の第 1 回目の塔振幅に

対する各回目の塔振幅の比を表す 8). 重錘の振動数補正に

よって解析結果は実験結果とよく一致している.  

図-16, 図-18～図-20 における塔振幅の解析結果をまとめ

たのが図-21である. 図-21から IMD付き塔の対数減衰率

を計算した結果を図-22 に示す. 塔模型の構造減衰（対数

減衰率）は 0.011 であるから, 図-22 の対数減衰率の値か

ら 0.011 を差し引いた値が IMD による付加減衰とみなす

ことができる. スポンジとゴムＳがほぼ同じ反発係数(表-

１)でありながら, 付加減衰（対数減衰率）に差異が認め

られるのは滞留時間に伴う重錘振動数のずれによる. こ

の場合, 重錘と塔模型の振動数比は 1.45/2.68=1/1.85 のよ

うに, 最適の振動数比 1/2 から少しずれているが, 滞留時

間の影響で重錘の振動周期が, 見かけ上, 長くなって（振

動数が低くなって）, 最適の振動数比 1/2に近づいたこと 
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図-17 塔の振幅（緩衝材＝ﾊﾞﾈ＋ﾀﾞｯｼｭﾎﾟｯﾄ） 
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図-18 塔の振幅（緩衝材：ゴムＳ） 
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図-19 塔の振幅（緩衝材：ゴムＨ） 
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図-20 塔の振幅（緩衝材：ポロンスポンジ） 
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図-21 各種緩衝材における塔の振幅 
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図-22 IMDによる塔の付加減衰 

 

が, スポンジの付加減衰（対数減衰率）を増やしたと考え

られる.  

以上の解析において, 緩衝材の材質特性は, 緩衝材の

反発係数（緩衝材の減衰定数）と滞留時間（緩衝材のバ 

ネ定数）のみによって把握し, 「評価法１」において滞留 

時間は重錘の振動数補正という形で考慮した.  

 

6. 衝撃力の緩和と付加減衰性能の保持 

 

今回の実験では, 緩衝材にバネ定数の小さいスポンジ, 

またはポロンスポンジを用いることで, ゴムＳまたはゴ

ムＨを用いるときに比べて, 衝撃力を1/3～1/5に緩和でき

たが（図-12）, それとともに緩衝材の反発係数の値を確保

することで, IMDの付加減衰性能を保持することができる

ことを実証した（図-22）.  

すでに「２章 IMDの振動解析, 式(22), 式(8)」で述べた

ように, 衝撃力は滞留時間に逆比例し, 滞留時間は緩衝材

のバネ定数から算出される. したがって, 弱いバネ定数の

緩衝材を使用することによって, 滞留時間を長くして衝

撃力の緩和を図ることができる. 他方, IMDの付加減衰性

能に多大の影響を及ぼす反発係数は, 式（18）に示すよう

に緩衝材の減衰定数と１：１の関係で決定される. また, 

緩衝材の理論的検討で明らかなように, 緩衝材のバネ定

数は緩衝材の反発係数には関与しない. 直感的に説明す

ると, 減衰定数 0の緩衝材に重錘が衝突することを想定す

るとき, 緩衝材のバネ定数に関わらず衝突前の重錘速度

はそのまま衝突後の重錘速度として跳ね返り, 反発係数

は 1.0となる.  

以上のことから, 衝撃力を緩和した IMDの設計手順は

次のように整理することができる.  

① IMDとして必要な付加減衰と許容できる衝撃力の

設定（IMDの設計条件） 

② 必要な付加減衰を発揮できる IMDの質量比

Mm / , 振動数比 sd ωω , 反発係数 eの設定 

（IMDの基本諸元）1),2) 

③ 許容できる衝撃力に対応した滞留時間 T∆ の算定 

④ 所要の反発係数と滞留時間に対応した緩衝材のバ

ネ定数と減衰定数の算定（緩衝材の振動特性） 

⑤ ④の振動特性を有する緩衝材（緩衝振動系）の検討 

 

7. まとめ 

 

本研究の結果をまとめると次のようになる.  

(1) IMD の重錘が緩衝材と衝突するときの滞留時間と反

発係数は各々に緩衝材のバネ定数と減衰係数によっ

て決定される. 滞留時間と反発係数は相互に独立し

た値として扱われる.  

(2) IMDの衝撃力は重錘の滞留時間（緩衝材のバネ定数）

に逆比例し, 滞留時間が長いと衝撃力は小さくなる.  

(3) 重錘の滞留時間が IMD の付加減衰に及ぼすことの影

響は, 重錘振動周期を滞留時間分だけ延ばして振動

解析することで近似的に評価できる.  

(4) IMD の付加減衰は重錘と緩衝材との間の反発係数と

滞留時間によって影響されるが, 滞留時間について

は重錘振動周期の補正（振子長の調整）によってその

影響を吸収できる. したがって, 所要の付加減衰に対

する緩衝材の検討に際しては, 滞留時間の影響を考

慮せずに, 付加減衰に関して反発係数が所要値とな

るように緩衝材の材質を選定することができる.  

(5) 長い滞留時間（小さいバネ定数）と付加減衰に関する

所要の反発係数（所要の減衰定数）といった振動特性

を有する緩衝材（緩衝振動系）を IMD に採用するこ

とで, 小さい衝撃力で所要の付加減衰を有する IMD

を実現することができる.  
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